
国政選挙期におけるSNS上の誹謗中傷・短尺
動画拡散と世論歪曲・選挙結果への影響に関

する学術的考察 
デジタル政治空間における短尺動画と誹謗中傷の拡散構造 
 
現代の民主主義社会における選挙運動は、テレビや新聞といった伝統的マスメディアから、X（旧
Twitter）、YouTube、TikTok、Instagramなどのソーシャル・メディア・サービス（SNS）へと情報発信の
主軸が急速に移行している1。これに伴い、公職選挙の期間中における世論形成のメカニズムも構造

的な変化を遂げている。とりわけ近年の国政選挙および大型地方選挙において顕著となっているの

が、候補者や政党に対する誹謗中傷、事実無根のデマ、あるいは文脈を意図的に切断・編集した

「政治系切り抜き動画」やAI生成コンテンツの大量拡散である2。 
SNSプラットフォームのアルゴリズムは、ユーザーのエンゲージメント（滞在時間、クリック率、シェア
数）を最大化するように設計されているため、穏当で実質的な政策論争よりも、感情を強烈に刺激す

る誇張された情報、激しい対立、および攻撃的な誹謗中傷コンテンツを優先的に拡散させる傾向を

持つ5。この構造的特質により、有権者は自身の先入観を強化する情報のみに囲まれる「エコーチェ

ンバー」や「フィルターバブル」へと引き込まれ、特定の政治的言説が歪められた形で短期間に定着

しやすい環境が形成される5。 
特に短尺動画プラットフォームの普及は、情報の消費スタイルを「論理的解読」から「直感的・感情的

受容」へと変容させた。選挙期間中における非物理的かつ過激なネガティブ・キャンペーンは、有権

者の認知バイアスを巧妙に利用し、選挙結果そのものを左右し得る不可視の影響力を行使するに

至っている7。 
 

短尺動画メディアの認知心理学的メカニズム：「百聞は一見に

如かず」効果と情動喚起 
視覚と音声が統合された動画コンテンツが有権者の認知に与える影響については、認知心理学お

よび計算社会科学の観点から詳細な実証研究が進められている。米国科学アカデミー紀要（PNAS）
に掲載されたWittenbergらの大型被験者実験研究（n=7,609）では、同一の政治的情報であっても
テキスト形式と短尺動画形式の間で有権者の受容度に統計的に有意な差が生じることが立証され

ている10。 
この現象の基礎には「認知の容易性（Cognitive Fluency）」が存在する。映像情報はテキストの解読
に比べて脳の処理負荷が著しく低いため、人間の認知システムは提示された情報を直感的に「実際

に起きた出来事である」と判断しやすい10。この「Seeing is Believing（百聞は一見に如かず）」効果
は、情報の内容が事実であるか捏造されたものであるかにかかわらず強力に作動する10。 
短尺動画を用いた誹謗中傷や歪曲表現は、候補者の「発言の一部分だけをカット」して正反対の

ニュアンスを与える「切り抜き手法」と極めて相性が良い2。有権者は映像という形式に接することで



「本人が直接そう語っていた」という強固な知覚を形成してしまい、後から客観的なファクトチェックや

訂正情報が提供されたとしても、初期に形成されたネガティブな第一印象を払拭することが困難とな

る10。 
 
表1：メディア種別・メッセージ属性と有権者の心理・行動受容性の比較 
 

メディア／メッセージ

属性 
事象の信憑性認識（

Seeing is Believing
） 

政治的態度変容・説

得効果 
主な心理メカニズム・

副作用 

短尺動画（切り抜き・

AI生成） 
極めて高い（直感的

な事実認知的受容

が容易）10 

短期的・文脈依存的

（説得効果は限定的

な場合もある）10 

認知の容易性（

Fluency）による直感
の真実化、感情的増

幅5 

テキスト／記事（SNS
・Web） 

中程度（熟慮的処理

を要するため検証意

識が働きやすい）10 

持続的（論理的説得

を通じた態度変容）10 
熟慮的思考（System 
2）の喚起、情報処理
負荷の高さ10 

政策批判型ネガティ

ブ訴求 
高い（政策・公約の

不一致を指摘）9 
中程度（論理的な有

権者に対する判断材

料）6 

比較検証の即応、市

民的知識の向上6 

人格攻撃型（誹謗中

傷・中傷動画） 
高い（刺激的・セン

セーショナル）12 
複雑（攻撃者への

ブーメラン効果と標

的の信頼失墜が同

居）9 

脅威・怒りの感情喚

起、政治的不信・無

力感の醸成6 

 
誹謗中傷・ネガティブ・キャンペーンの政治心理学的影響 
選挙における攻撃的なコミュニケーション手法は、伝統的に「ネガティブ・キャンペーン」として研究さ

れてきたが、近年は「政策に対する批評」の域を超えた「個人の人格攻撃・誹謗中傷（ブラック・キャ

ンペーン）」へと変質している13。 
政治コミュニケーションの研究成果によれば、ネガティブな情報発信は有権者の認知に強い印象を

残す一方で、その質的違いによって正反対の効果をもたらすことが判明している6。相手候補の過去

の投票行動や政策方針に対する批判（政策攻撃）は、有権者の判断材料を提供し民主的な比較検

討を可能にするが、候補者個人の性格、私生活、属性、あるいは偏見に基づく誹謗中傷（人格攻撃）

は、有権者から過度の非文脈的無礼さと捉えられる6。この場合、攻撃を仕掛けた側やそれを意図的

に拡散した側に評価の低下が跳ね返る「ブーメラン効果（Backlash Effect）」が発生することが実証さ



れている9。 
それにもかかわらず国政選挙期に誹謗中傷動画が不減滅どころか増幅する理由は、「アテンション・

エコノミー」の構造にある。過激な人格攻撃やスキャンダラスな歪曲動画は、アルゴリズムによって爆

発的な再生数とアテンションを獲得できるため、選挙戦における露出度（メディア・ビジビリティ）を劇

的に向上させる6。政党や陣営、あるいはサードパーティのインフルエンサーは、長期的な政治的信

頼が失墜するリスクを負ってでも、短期的な注目を集めて敵対候補のイメージを挫く「負の政治化（

Negative Politicization）」を狙い、攻撃的動画の拡散を戦略的に利用するインセンティブを強めてい
る2。 

 
有権者の投票行動および選挙結果への影響：実証データに基

づく分析 
SNS上の偽情報や誹謗中傷動画が集団的な選挙結果を実際に変え得るのかという問いに対して
は、計量経済学的手法や大規模調査を用いた実証研究が明確な因果関係を示している。 
情報統計学者・山口真一の実証分析によれば、偽情報や誹謗中傷情報の影響を最も強く受けるの

は、特定政党に対する固い支持を持たない「弱い支持者」や「中間層（無党派層）」である8。固い支

持基盤を持つ有権者は既存の信念を補強する態度をとるが、認知的な事前信念が弱い層は、刺激

的な誹謗中傷やネガティブ情報に接触した際、支持候補を変更したり、あるいは投票意欲そのもの

を失って棄権に回ったりする割合が高い8。中間層は得票数全体において大きな割合を占めるため、

この層の投票行動の変化は僅差の選挙戦において決定的な差を生み出す8。 
プリンストン大学のFujiwaraおよびシンガポール国立大学のMüllerらは、米国大統領選挙における
Twitter（現X）の普及度合いの地域差を利用し、SNSの普及が投票結果に与えた因果効果を操作変
数法等で推定した17。研究の結果、Twitterの利用者が10%多い郡では、2016年および2020年の米
大統領選挙において、共和党候補の得票率が約0.2パーセンテージポイント低下したことが示された
17。この効果から算出された中立的有権者の説得率（Persuasion Rate）は8.6%〜9.4%に達してお
り、SNS上に流通するネガティブな言説や反発を招く投稿が、中間層の説得を通じて実際の得票結
果を左右するに十分な規模の影響力を持つことを立証している17。 
実際の公職選挙においても、SNS上の誹謗中傷や歪曲動画が世論を反転させた事例が相次いで報
告されている。日本の選挙戦においては、2024年の東京都知事選挙や兵庫県知事選挙等で、
YouTubeやTikTok上での大量の切り抜き動画やインフルエンサーによる情報発信が世論形成を主
導した2。出口調査データによれば、投票の際に最も参考にした情報源としてSNSを挙げた有権者が
約30%に達し、そのうちの70%が特定のSNS優勢候補へ投票したことが確認されている19。一方、

2024年台湾総統選挙では、投開票日およびその直後にかけて、集計時に票が水増しされたとする
不正選挙を主張する偽動画や誹謗動画がYouTubeやTikTokを通じて組織的に拡散され、民主的プ
ロセスの正当性に対する信頼が大きく不当に揺さぶられた20。さらに、英国のシンクタンクDemos 
Digitalが2026年に発表した調査レポートでは、選挙期間中に有権者が利用する生成AIや検索ツー
ルにおいて、34.1%の割合で誤情報やスキャンダルの捏造（ハルシネーション）が発生し、有権者の
事実認識を直ちに歪める危険性が警告されている21。またインドネシアの大統領選挙や首長選挙に

おいては、AI技術を用いた「ブラック・キャンペーン」が横行し、候補者の人格破壊を目的とした中傷
動画がディープフェイク技術と組み合わせて投稿され、投票率低下と社会的分断を引き起こしたこと



が報告されている15。 
 

表2：誹謗中傷・偽情報動画およびSNS拡散が世論・選挙結果に与える影響の
実証研究一覧 
 

研究者／機関 対象分析・地域 手法・データ規模 主な実証結果および

発見 

Fujiwara & Müller 
(2021/2022) 
[cite: 17, 18] 

米国大統領選挙（

2016, 2020）17 
計量経済分析（

SXSW初期普及を操
作変数とした郡単位

分析、4億6,000万ツ
イート）17 

Twitter利用率10%
増でトランプ得票率

が0.2%pt低下（説得
率8.6-9.4%）。中間
層への負の影響の

実証17。 

Wittenberg et al. 
(PNAS 2021) 
[cite: 10] 

政治情報受容実験

（米国、n=7,609）10 
ランダム化比較実験

（動画 vs テキスト vs 
対照群）10 

動画形式はテキスト

と比較して事象の発

生を信じ込ませる効

果が突出（「Seeing 
is Believing」の証
明）10。 

山口真一 (2022) 
[cite: 8] 

日本におけるSNSと
世論構造8 

インターネット実証調

査および意識追跡

データ8 

「弱い支持層」ほど

偽・誤情報や誹謗中

傷によって支持を切

り替えやすく、僅差

の選挙結果を左右

する8。 

Shandler et al. 
(Georgia Tech 
2024/2025) 
[cite: 22] 

選挙の正当性・サイ

バー脅威言説（米

国）22 

2ウェーブ・パネル型
調査実験22 

脅威・不正を訴える

動画メディア報道は

両党支持者の選挙

信頼度を減退させる

が、事前予防動画が

これを中和22。 

Demos Digital 
(2026) 
[cite: 21] 

2026年スコットランド
議会選挙等21 

AIテキスト・対話サー
ビスおよびSNSの事
実正確性テスト21 

選挙関連の自動生

成回答の34.1%に不
正確・捏造情報（ス

キャンダル捏造含



む）が含まれ、世論

歪曲の新たな源泉と

なる21。 

 
民主主義的インフラに対する二次的・三次的影響：表現の萎

縮と制度的不信 
誹謗中傷動画の大量拡散がもたらす影響は、単一の選挙結果の変動にとどまらず、民主主義制度

の維持基盤そのものを侵食する波及効果をもたらす。 
第一の深刻な波及効果は「表現の萎縮（Chilling Effect）」である。山口真一の研究が提示するよう
に、SNS上で政治的・社会的トピックに関して発言を行うと、極端な意見を持つ一部のアクターから苛
烈な集団的攻撃や誹謗中傷を受けるリスクが高まる23。この結果、建設的な言論を行おうとする中道

的な有権者や専門家、政治家自身が攻撃を恐れて発言を控えるようになる23。言論空間から穏当な

多数派が沈黙し、極端な主張を叫ぶ声の大きい少数派が空間を過剰に占拠することで、世論全体

のバランスが構造的に歪められる2。 
第二の波及効果は、伝統的メディアに対する不信感と「反既存権威」言説の相乗効果である。政治

系切り抜き動画や誹謗中傷コンテンツの多くは、「新聞やテレビなどの大手メディアは既得権益を守

るために真実を隠蔽している」というメタ言説を伴って拡散される2。スマートニュース・メディア研究所

等の調査によれば、若年層・中年層を中心に民放テレビや新聞に対する信頼度が低下しており、60
歳以上の信頼度が81%であるのに対し、39歳以下では56%まで下落している24。マスメディア側が公

職選挙法の公平中立規定に拘束され、ネット上のデマや誹謗中傷に対する即時かつ踏み込んだ検

証報道を躊躇している間、SNS空間では事実と異なるナラティブが「裏の真実」として定着する悪循
環が観察されている2。 
第三の波及効果は、東京大学の鳥海不二夫教授らが指摘する「陰謀論の交差感染（

Cross-Contamination）」である12。人は直感に合致する初耳の情報や自分にとって都合の良いス

トーリーを無批判に信用しやすい認知特性を持つ12。SNS上で一つの誹謗中傷や陰謀論的な切り抜
き動画を一度信じ込むと、同一の認知枠組みが適用され、外国人問題、ワクチン、財政政策など、

全く異なる領域の陰謀論や歪曲言説へも次々と感染・傾倒していく現象が確認されている12。この現

象は社会的分断を恒常化させ、有権者の間に民主主義的プロセス全般に対する冷笑主義（シニシ

ズム）を定着させる5。 

 
結論と対策：情報空間のレジリエンス構築に向けた総合的処

方箋 
国政選挙期間中における誹謗中傷動画および偽情報の拡散は、単なるマナーやモラルの問題では

なく、民主主義の公正なプロセスを根底から揺るがす構造的課題として位置付けられる7。有権者の

直感的な認知特性やアルゴリズムの収益構造が不可分に結びついている以上、個人の情報リテラ



シー向上のみに依拠した対応には限界が存在する25。実証研究の知見に基づき、情報空間全体の

レジリエンス（回復力）を高めるための政策的・技術的介入が不可欠である。 
まず、SNSプラットフォームにおける「ワンタップでの無制限な拡散」や、感情的煽動性を高めるアル
ゴリズムに対して制約を設ける「意図的な摩擦（Friction）」の導入が有効である25。情報の拡散ス

ピードを意図的に遅らせる技術的設計は、有権者が熟慮的思考（System 2）を働かせるための猶予
時間を生み出し、炎上やデマの連鎖的爆発を大幅に緩和する10。 
次に、ジョージア工科大学のShandlerらの実験研究が実証するように、事後的なファクトチェックより
も、脅威やデマに遭遇する前に攻撃手法や制度の裏付けを短尺動画等で事前に説明しておく「心理

的接種（Inoculation / Prebunking）」の手法が極めて高い予防効果を発揮する22。選挙制度や検証

プロセスについての短尺事前教育動画を視聴した有権者は、その後にサイバー攻撃や不正選挙を

唆す攻撃的コンテンツに晒された場合でも、民主的制度に対する信頼度を安定して維持することが

証明されている22。 
さらに、プラットフォーム企業に対する透明性検証の義務付けや、AI生成コンテンツに対するウォー
ターマーク（電子透かし）の適用、国家機関や特定アクターが関与する情報に対する明確なラベル表

示の義務化が求められる15。日本市場において自らファクトチェックを実行する有権者の割合が国際

的に見て低い（欧米の30〜40%台に対し日本は23.6%）現状に鑑み、プラットフォーム企業、第三者
検証機関、および行政が連携した実効性のある検証基盤の整備が急務である19。国政選挙の健全

性を維持するためには、表現の自由の保障と誹謗中傷の抑制という緊張関係を考慮しつつ、デジタ

ル技術のプラットフォーム構造そのものに法制度および技術的規範を適用していく包括的な取り組

みが不可欠である7。 
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